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１．はじめに  
 水環境のダイオキシン類汚染は魚介類などを通じ

て人体への暴露につながるため、重要な問題である。

特に底質においては、過去から現在までのダイオキ

シン類を蓄積していると考えられ、適切な対策を行

うために、発生源と発生源寄与の正確な解明を進め

る必要がある。そこで、東京都がこれまで調査して

きた都内水環境中のダイオキシン類の測定データに

ついて、組成による考察と発生源寄与率計算を行っ

たので報告する。  
 
２．使用データ  
環境データ  
東京都環境局（平成 10～ 14 年度）の河川水・海水・

底質測定データ 1 )及び本研究所による測定データ  
発生源データ  
PCP-19672)、PCP-19703) 
PCP’1972、CNP’1974：宮崎ら（私信）  
清掃工場排ガス、清掃工場飛灰、産廃排ガス  
：当所データ  
PCB 製品 KC300～ 6004) 
 
３．発生源寄与率計算方法  

関 数 関 係 解 析 に よ る Chemical Mass 
Balance(CMB)。なお、発生源・環境データ自体の

不規則変動の影響を低減するよう改良した方法 5 )を

用いた。  
 
４．結果と考察  
 図 1 に都内各地点の河川及び海底質の TEQ 濃度

を示す。全般的には、上流部においては TEQ 濃度

が低く、下流部において TEQ 濃度が高い傾向が見

られた。上流部の各地点の底質においてはほぼ大気

降下物の同族体組成 5 )を示していた。他に特定の汚

染源がないためだと考えられる。さらに、河川水に

ついても同様に、上流部の低濃度地点においては大

気降下物に近い同族体組成を示す傾向がみられた。

このことから、特定の汚染源がない比較的低濃度の

水環境においては大気降下物の同族体組成を示すと

考えられる。  
なお、上流部ではあるが、小河内ダムにおいては、

比較的濃度が高く、大気降下物の同族体組成とは異

なっていたため、それ以外の汚染流入があると考え

られる。  
下流部の比較的濃度が高い地点の底質について発

生源寄与率計算を行った結果（総濃度基準）を図 2
に示す。今回調査を行った各地点においては PCB
製品の影響が大きかった。その KC300～ 600 の割合

は地点により異なった。また、PCP の影響が大きい

地点や CNP の影響が見られる地点があり、農薬不

純物の影響が存在することが確認された。PCP の影

響 が 見 ら れ た 地 点 に お い て は 、 OCDD 及 び

1,2,3,4,6,8,9-HpCDF 等の異性体濃度が高く、CNP
の影響がある地点においては TeCDDs の同族体濃度

が高くなり、異性体パターンから推測される発生源

寄与ともほぼ一致していた。また、どの地点におい

ても清掃工場飛灰の寄与が見られた。焼却炉から発

生するダイオキシン類は、排ガスだけでなく、ばい

じんや焼却灰にも存在しており、それらを経由して

環境中にダイオキシン類が移行する可能性があるこ

とが示唆された。同じく底質における、TEQ 濃度基

準の発生源寄与率を図 3 に示す。どの地点において

も PCP と焼却で大部分を占めており、過去の汚染が

現在も残留していることが確認された。  
 

５．まとめ  
比較的濃度レベルの高い都内底質において発生

源寄与率を計算した結果、総濃度では、都内の水環

境は PCB 製品の寄与率が最も高く、PCP・CNP 及

び焼却の寄与も見られた。一方、TEQ 値には PCP
と焼却の寄与が大きかった。  
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図 1 都内河川・内湾の底質の TEQ 濃度（ H15 東京都環境局調査）  

図 2 都内底質の発生源寄与率（総濃度基準）  

図 3 都内底質の発生源寄与率（ TEQ 濃度基準）  
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